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住宅の耐震化率 ％ 76.9% 92.0

指標説明 住宅の耐震化率の推計値

施策の概要

小口智行

13-3

この施策の主
な内容（細施
策）

　計画的な土地利用に基づく宅地開発、少子高齢社会に対応した住宅の確保や地域の状
況や需要に応じた市営住宅の管理を行い、人口定着と市街地の活性化を図る。

担当部課 課等

岡谷市の
強み

産業振興に力を注ぎ、働く場の確保、人口定着を図っている。
可住地面積が狭く、投資効果、効率が高い。

岡谷市の
弱み

人口減少、高齢化社会の進行による市街地の空洞化（空き地、空き家の増加）

住宅・宅地の整備 コード

（1）宅地の整備 （2）住宅の整備 （3）住環境の整備

指標説明

施策名

建設水道部 都市計画課

第４次総合計
画におけるこ
の施策の目的

岡谷市民アンケート調査による住宅・宅地の整備に関する不満足度

④

　市営住宅管理は、長野県住宅供給公社に管理代行及び管理委託を行い５年目となるが、効率的な業務
遂行ができている。
　耐震診断事業の診断件数は３８件であり、推定耐震化率は76.9％(Ｈ30年度末)となる。耐震改修促進
計画も見直しを行い平成２８年度から令和２年度へ延長となった。

228

指標説明

94.7%

元年度
目標値(第5次)

住宅･宅地の整備に関する市民
不満足度

27年度

岡谷市民アンケート調査による住宅・宅地の整備に関する満足度

実績値

300

12.2%

③

●施策の評価（CHECK）

●施策の実施内容（DO）

実績値 達成率 目標値(第5次前期)実績値
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施策指標名

住環境の改善

29年度

元年度(予算)

＊項目6より「直接事業費」「人件費」の合計を自動表示

17,840

住宅･宅地の整備に関する市民
満足度

％

年度30

１次評価日（課長等）

２次評価日（部長等）

評価対象年度 平成

作成者

施策指標の達成状況

260

施 策 評 価 表

＊第4次総合計画における目標指標の達成状況（最終年度：30年度）

5年度28年度
単位

目標値

指標説明

22.0% 19.2％

①

施策の現状評価 ＊30年度に施策の目的がどこまで達成できたか、施策の進行状況に関する順調／不調の判断

100,297 175,88197,783

単位：千円

17,840

施策全体にかかる合計コストの推移

狭あい道路の累計指導件数

15.0

件

29年度

81,970

79,943直接事業費

＊岡谷市の現状のうち、この施策にとって強み／弱みとなる要因

64,050 82,457 157,081

18,800

28年度 30年度

合計コスト

人件費 17,920

様式第６号

1



５

６

有利に働
くもの

　各地域がそれぞれの特徴を活かした自律的で継続的な社会の創生に向けた取り組みが展開さ
れ、住生活環境の整備が望まれている。

61,984

29年度
妥
当
性

成果指標新
規
事
業

元年度(予算)

事務事業名 29年度

人件費

●改善の内容（ACTION）／次年度の計画（PLAN）

　生活様式の変化、価値観の多様化により、画一的な住環境整備が難しい。

方
向
性

継続して
実施

No

実
施
義
務

継続して
実施

Ｂ：
現状
維持

Ｂ：
現状
維持

28年度
29年度

直接事業費

元年度(予算)

28年度

30年度
元年度(予算)

30年度

8,000

28年度

1,728

8,000
年間利用件数 件

継続して
実施

8,000
8,000

1,520

77,867

Ａ：
拡大

576
2,432
2,560

1,500
338

1,440

優
先
度

77,316
151,649

1

2

4

3

5

空き家対策事
業 10

耐震診断件数

Ｃ物件空家の
改善数

478

30年度

市営住宅管理
事業 465

480

9
件

491

27

38

9

指標名 単位

耐震診断事業

8,400

8,400

2,400

2,872
8,4002,709

＊方向性が「継続」の事業についてA～Cを、「新規事業」の事業についてAをランク付
け。方向性が廃止、完了、統合となっている場合は「-」を付する。

8,400

1,440

件

2

一
般

＊優先して実施する分野＝優先度がA・Bの事業：拡大する事業や新規事業の内容、優先的に実施する理由
＊見直しを行う分野　　＝優先度がC・Dの事業：見直しの内容、見直しや廃止をする理由

直接事業費・人件費の単位：千円

 ●基本的な考え方

 ●令和2年度の優先度

優先し
て実施
する分
野

　市営住宅管理事業は、長野県住宅供給公社の管理ノウハウを活用し、住民の利便性の向上を
図ると共に、経費の節減、効率的な運営に努める。
　耐震診断事業は、地震災害時における住宅の倒壊被害の低減、緊急輸送路の閉塞防止と市民
の生命と安全を守るための重要な事業であり、積極的に周知し、耐震化率の向上を図る。
 大阪北部地震被害を受け、ブロック塀等の倒壊を回避するため、取壊し補助を実施
　「岡谷市空家等対策計画」に基づき、空き家の利活用や除却に向け積極的に対応していく。

令和2年度　施策を構成する事務事業の方向性

今後の外部環境の変化 ＊令和2年度以降に予測される社会・経済などの環境変化のうち、この施策に具体的に影響する要因

不利に働
くもの

見直し
を行う
分野

様
　
　
式
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施
設

一
般
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